
 

 

 

 

 

 

 

  

ＵＢＥ株式会社 

2023 年度 経営概況説明会 

 

2023 年 5 月 23 日 



 
 

 

1 
 

イベント概要 

 

[企業名]  ＵＢＥ株式会社 

 

[企業 ID]  4208 

 

[イベント言語] JPN 

 

[イベント種類] アナリスト説明会 

 

[イベント名]  2023 年度 経営概況説明会 

 

[日程]   2023 年 5 月 23 日 

 

[ページ数]  34 

  

[時間]   10:00 – 11:32 

（合計：92 分、登壇：60 分、質疑応答：32 分） 

 

[登壇者]  2 名 

代表取締役社長 CEO  泉原 雅人（以下、泉原） 

執行役員 CFO   石川 博隆（以下、石川） 

 

 

  



 
 

 

2 
 

登壇 

 

司会：それでは定刻となりましたので、ただ今より UBE 株式会社、2023 年度経営概況説明会を始

めさせていただきます。本日は皆様、お忙しい中をご出席いただきまして、誠にありがとうござい

ます。 

本日は代表取締役社長、泉原雅人より 60 分間のご説明を行った後、質疑応答を行います。全体の

時間は 90 分を予定しております。 

続きまして、弊社側からの出席者をご紹介いたします。皆様方から見て左側、社長の泉原でござい

ます。それからその隣、執行役員 CFO の石川でございます。 

それでは、ご説明を開始いたします。泉原社長、よろしくお願いいたします。 

泉原：皆さん、おはようございます。本日は皆さん大変お忙しい中、しかも足元の悪い中お集まり

いただきまして、誠にありがとうございます。そして多くの方がウェブで参加いただいておりま

す。 

それでは早速でございますけれども、UBE 株式会社の 2023 年度の経営概況説明会を始めさせてい

ただきます。お手元にパワーポイントのスライドがありますので、それを見ながらお聞きいただけ

ればと思います。 
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これが本日の説明内容でございます。この順番で説明させていただきます。 

 

最初に 2022 年度総括と 2023 年度の業績予想です。スライドでご覧いただきますように、当社は

新中期経営計画、名称としては UBE Vision 2030 Transformation ～1st Stage～と銘打っておりま

すけれども、これを策定いたしまして、昨年の 4 月から新体制をスタートさせました。 

皆さんご承知のように、セメント関連事業を三菱マテリアル社との統合会社に完全移管いたしまし

た。機械事業は既に、事業特性の違いから 100%子会社化しております。これまでも自律的に運営

してきましたので、結果的に残った本体は化学事業会社となり、今後、化学、機械、セメントの各

事業が独立法人として自律的、かつ機動的な企業運営を推進することになります。 

そして、本体の化学事業会社はスペシャリティ化を推進する。また傘下の機械、セメント事業会社

に対しては株主として適切なガバナンスを果たす。こういったかたちで、グループ全体として価値

の最大化を図る、新たなグループ体制に移行したわけでございます。 

このように複合事業会社、宇部興産株式会社から、いわば化学事業持株会社ともいうべき会社に変

わりましたので、社名も UBE 株式会社へ変更いたしました。しかしながらスタートの初年度、大

変厳しい事業環境に見舞われたといえます。 
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2022 年度の業績と施策をこのスライドでまとめております。 

主要項目、経営指標をご覧いただきますように、営業利益は 163 億円と 277 億円の減益です。経

常利益はマイナス 87 億円と赤字でございます。 

2022 年度業績の黒丸の 2 番目のところを見ていただきたいと思いますけれども、営業利益は樹

脂・化成品セグメントにおける原燃料価格高騰、および需要減退による販売数量減に加え、アンモ

ニア工場の隔年の定修といった要因で、減益でございます。 

そして経常利益、それからここには数字は記載しておりませんけれども、親会社株主に帰属する当

期純利益は営業利益の減少に加え、セメント関連事業が石炭価格高騰の影響を強く受けました。過

去において大体 100 ドルを切るレベルで安定的に推移していた石炭価格が、400 ドルを超えるまで

になっています。 

また構造改革として、最適生産体制の構築のために青森工場の閉鎖や伊佐 1 号キルンの停止等々を

意思決定いたしました。これに伴う特別損失の計上もあり、持分法適用会社である UBE 三菱セメ

ント株式会社が大幅な赤字を計上したことで、その赤字を持分法として取り込んだ当社の経常利益

も赤字に陥り、また当期純利益も赤字になったということでございます。 

スペシャリティ事業は比較的利益を維持できましたが、樹脂・化成品セグメントのベーシック事

業、あるいはセメント事業については、やはり市況やコストアップに左右される構造から依然脱し

切れていないということだと思います。 
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こういった厳しい状況ではありましたけれども、成長のための施策、あるいは事業構造改革のため

の施策は着実に行ってきたということでございます。 

事業拡大、能力増強についての施策をまとめております。特に見ていただきたいのは一番下のとこ

ろです。バイオガス向けの需要が急伸していることで、分離膜製造設備の増設に着手いたしまし

た。前倒しで意思決定させていただきました。 

またアライアンス、M&A といった観点からいくつか施策を挙げておりますけれども、エーピーア

イコーポレーションを買収して CDMO 事業の拡大を図ったことは、一つ特筆すべきところかと思

っております。 

 

それでは、2023 年度の業績をどのように見ているかでございます。 

このスライドをご覧いただきますように、売上高は 5450 億円と前年度に対して 10%強の増収で

す。そして営業利益は 300 億円となり、2022 年度は 163 億円と落ち込んでおりますので、大きな

増益になっているということでございます。 

樹脂・化成品セグメントを中心として、緩やかながらではありますけれども、特に下期以降に需要

の回復を見込んでおります。そして原燃料価格も一定程度落ち着いているということで、このよう

な増収増益を見込んでおります。 

また 2022 年度、大きく経常利益以下に影響を及ぼしました UBE 三菱セメント社の業績も、大幅

に改善すると見込んでおります。昨年来のセメント価格の是正、それから先ほどご説明いたしまし
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た生産体制の最適化の効果、あるいは安価炭の使用などエネルギーコストの削減策が、2023 年度

は成果が表れてきます。 

したがいまして、このスライドの一番下に参考で記載しておりますけれども、UBE 三菱セメント

グループに係る持分法投資損益が 2022 年度のマイナス 246 億円から、2023 年度黒字化しまして

80 億円ということで、実にここで 326 億円の増益を見ております。 

その結果、当社の経常利益も 385 億円、それから親会社株主に帰属する当期純利益も 275 億円

と、大幅な改善を見ております。2022 年度落ち込んだ分、回復度としては大きくなっています。 

 

2023 年度の業績予想について、セグメント別に売上高、営業利益を見たスライドでございます。 

ご覧いただきますように、売上高、営業利益ともに各セグメントで増収増益を見込みますけれど

も、その中でも特にセグメントでいいますと、樹脂・化成品の利益の回復が大きくなると見ており

ます。カプロラクタム、ナイロンポリマー、あるいは高機能コーティングといった事業の利益の増

加によるところでございます。 

また機能品セグメントにおいても、2022 年度も好調であった分離膜事業が引き続き好調に推移し

ます。また、自動車生産の停滞によって利益が落ち込んでおりましたセパレータ事業についても、

回復を見ております。 

機械事業については、成形機等で 2022 年度も 52 億円と一定の利益を確保しておりましたけれど

も、2023 年度はさらに成形機を中心に利益の向上を見込んでおります。 
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また、その他セグメントでは医薬事業の改善などが要因となっております。 

足元、上期いっぱいは厳しい事業環境、状況が続くと思いますけれども、徐々に回復傾向も見えて

おりますので、計画達成に全力を尽くしたいと思っております。 

 

昨年度もこの長期ビジョンについてご説明いたしましたけれども、ポイントだけ改めてご説明し、

ご理解を賜りたいと思います。 

今の足元の中計の前提となるこの長期ビジョンでございます。当社はさまざまな意味で時代の節目

となる 2030 年のあるべき姿、目指す姿を長期ビジョンとして、この中計の大前提として議論して

まいりました。それにあたっては、ここにご覧いただきます創業の精神や経営理念、経営方針、あ

るいは昨今パーパス経営ということがいわれておりますけれども、当社のパーパス、存在意義に立

ち返って、この 2030 年の目指す姿を議論してまいりました。 

そして今回、この長期ビジョンとして、当社の目指す姿を「地球環境と人々の健康、そして豊かな

未来社会に貢献するスペシャリティ化学を中核とする企業グループ」と定義づけました。 

従来の複合会社、セメントも機械もあった宇部興産の目指す姿は今までも議論してきましたけれど

も、化学事業持株会社 UBE としての目指す姿でございますので、より明確になったのではないか

と思っております。 
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2030 年の目指す姿についてスペシャリティ化学を中核とする企業グループと定義したわけですけ

れども、なぜスペシャリティ化学を目指すのかでございます。 

昨今の世界的な環境意識の高まり、あるいは将来のエネルギー事情等々を鑑みますと、今後わが国

でエネルギー多消費型、化石資源多消費型、そしてコスト勝負の汎用品事業は成り立ちがたいと思

っております。日本の化学産業は、多かれ少なかれスペシャリティに軸足を移していかざるを得な

い。いわんや当社の経営規模においてをや、といったところだと思います。 

したがいまして、この図の青丸のところですが、スペシャリティ化学の成長ということで、当社な

らではの強みをベースに付加価値を創出していく。そしてエネルギー負荷が低い、市況変動に左右

されにくい高収益なスペシャリティにシフトしていく。これが当社の成長戦略でもあり、かつその

ようにエネルギー消費の少ないスペシャリティ事業にシフトしていくことが、地球環境の貢献にも

つながります。この緑の円で示しております。 

当社は既に 2050 年カーボンニュートラルを宣言しております。またその中間段階として、2030

年には GHG 排出量を 50%削減し、環境貢献型の製品や技術の売上を全売上高の 60%以上にすると

いった目標を発表しております。 

このような環境に貢献する製品はほとんどスペシャリティ製品ですので、これらを世に出して事業

を拡大することが当社のスペシャリティ化学の成長にもつながるということで、いわばこの青の

円、それから緑の円の二つを車の両輪のごとく連動させて、一体の成長戦略として描いたものが当

社の長期ビジョンといえます。 
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そしてその両輪を支える基盤が、いわゆる ESG 経営の S と G です。E は成長戦略とも一体となっ

て動いていきます。S と G、人的資本やグループ・ガバナンスがこの両輪を支える基盤ということ

で、これについても強化していきますし、そしてこの両輪の回転をより加速させるのが DX、デジ

タルトランスフォーメーションへの取り組みだと位置づけております。これが当社の新たなビジネ

スモデルとなります。 

 

それでは、この 2030 年の目指す姿に向かってどう変わっていくのか、トランスフォームしていく

のかを象徴的に示しているのが、この図でございます。 

右下がりになっているこの緑の矢印が、GHG の排出量を示しております。先ほど申し上げたよう

に、2030 年に向けて半減させます。そのための方策について上の四角で囲んでおりますけれど

も、省エネ推進であるとか、あるいは再生可能エネルギー活用の最大化等々、地道な取り組みはも

ちろん進めていきます。ですが、なかなかそれだけでは GHG は大きくは減らないため、やはりエ

ネルギー負荷の大きい事業を縮小していく等の、事業構造改革が必要だと思っております。 

したがいまして、国内のカプロラクタムの主要期系については 24 年度を目途に停止を目指す。そ

して 30 年度にはアンモニアについても製造停止を目指すことを、昨年の段階でも明らかにさせて

いただきました。足元の時点で、場合によってはこれらの計画もさらに前倒ししていく必要があろ

うかと思っております。 

このように GHG の削減を図っていくと同時に、青の矢印は営業利益の成長を示しておりますが、

縮小していく事業を成長するスペシャリティ事業で補い、そしてトータルで利益を拡大させていき
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ます。棒グラフの 2030 年度をご覧いただきますように、営業利益 700 億円を超えるレベルで、か

つ利益の 7 割はスペシャリティで稼ぎ、ROS は悪いときでも 10%以上を目指す。こういった姿を

目指していきたいと思っております。 

そしてトータルで利益を伸ばすスペシャリティ事業の一番目玉となるものを、下の四角の枠の中に

示しております。成長をリードするスペシャリティ事業、具体的には C1 ケミカルを中心とするフ

ァインケミカル、高機能コーティング、コンポジット、分離膜を含めたところのポリイミド、ある

いは医薬事業などが今後の成長をリードしていくことになります。 

 

今ご説明いたしました長期ビジョンをバックキャストしたかたちで、3 カ年のアクションプランと

して今回中計をまとめたわけですけれども、その進捗をご説明したいと思います。 

中期経営計画の数値計画の進捗ですけれども、2022 年度の実績、それから 2023 年度の予想が、

原計画と比べてどのように差が生じているかを示しております。 

ご覧いただきますように 2022 年度の実績は大きく計画未達となっております。そして 2023 年度

の予想は、前年度から改善はするものの、まだもとの計画には届いていないということです。 

一番右端に中計最終年度、2024 年度の目標値を記載しております。これは変えておりませんの

で、2023 年度にしっかりと業績を回復させることによって、2024 年度の計画値につなげていきた

いと考えています。営業利益は 2023 年度 300 億円を予想しておりますけれども、これを 400 億円
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に。当期純利益は 275 億円から 330 億円へ。ROE は 7.4%から 8%に。2024 年度のこういった最終

的な目標値は引き続き掲げてまいります。 

 

これはセグメント別に見た売上高、営業利益の進捗の資料でございます。 

2022 年度、2023 年度は樹脂・化成品セグメントの乖離が原計画に対して大きくなっております。

2024 年度の計画達成のためにはもう一段、回復を図っていかなければならないということでござ

います。 

一方で機能品については、2022 年度は計画よりビハインドですけれども、2024 年度につなげられ

る成長を見せています。さらに機械事業においては、既に計画値のレベルに達しています。 
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それからポートフォリオ別に売上高、営業利益の進捗を見る表がこの資料でございます。 

現中計では化学事業について、ポートフォリオを大きくスペシャリティとベーシックに二分いたし

ました。ポリイミドや分離膜などのスペシャリティ事業は計画をビハインドしておりますけれど

も、着実に成長しています。一方でベーシック事業は、2022 年度、2023 年度に大きく乖離してお

りますので、2024 年度目標にいかに回復させていくかというところです。これら資料をご覧いた

だきますとおり、2024 年度、最終年度の目標値につなげるには、セグメントでいうと樹脂・化成

品セグメント、ポートフォリオでいうとベーシック事業が計画時の想定までに業績を戻せるかどう

かが重要ですし、仮にそれが未達であったとしても機能品セグメント、あるいはスペシャリティ事

業でいかに全体としてカバーできるかが鍵になってくると思っております。 

ベーシック事業を取り巻く環境は中国メーカーのプレゼンスの拡大などもあって、事業環境的には

計画策定時よりも厳しくなっていると認識しております。具体的な策としては、例えばナイロンポ

リマー等におけるグローバルな生産体制の最適化、不採算なベーシック事業の縮小の前倒し、ある

いは大粒硫安の生産増などによる高付加価値化、いわゆるベーシック事業のスペシャリティ化とい

った取り組みを進めていきます。 

自助努力でやれる収益改善策は徹底させていきたいと思っています。また一方で、分離膜やコンポ

ジットなどのスペシャリティ事業で利益を上乗せ、あるいは C1 ケミカルライセンス収入などの上

乗せによって、トータルで 2024 年度の目標達成につなげていきたいと思っております。 
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当社は事業ポートフォリオを大きくスペシャリティとベーシックに二分いたしましたけれども、対

象事業をここでお示ししております。 

下線が引いてあるものは、スペシャリティ事業の中でも特に成長をけん引する事業として、後にま

た説明していきたいと思います。 

 

資本政策について少し述べさせていただきます。 
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キャッシュ・アロケーションということで、3 年間創出したキャッシュをどのように使うかを示し

ております。左側が 3 年間のキャッシュインの累計です。右側がそれをどう使うかということで、

キャッシュアウトとキャッシュ・アロケーションを示しています。 

3 年間の累計キャッシュインは、現時点では営業キャッシュフローによるキャッシュイン 1,450 億

円、資産売却等 150 億円、負債調達で 550 億円、そして手元のキャッシュ 350 億円と合わせて、

配分可能額 2,500 億円と見ております。 

左側に、中計当初の計画値を括弧内で表しています。それに対して 2022 年度の実績、それから

2023 年度、2024 年度の予想を現時点で見直したものがこの右側の数字ですけれども、2022 年

度、2023 年度の業績が中計からの下振れたことにより、営業キャッシュインは 1,820 億円から

1,450 億円と減少します。一方で負債調達によって配分可能額をトータルで増やすことで、2,500

億円という配分可能総額を想定しております。 

右側のキャッシュアウトの 3 年間累計のとおり、設備投資・投融資で 1,600 億円、研究開発で 320

億円、合計 1,920 億円の経営資源を投入します。負債の返済は行わず、株主還元は計画どおり行う

ことで、手元のキャッシュは 290 億円レベルで落ち着かせるということでございます。 

括弧の数字、もともとの計画に対して見ていただきますと、設備投資・投融資の額は 1,300 億円か

ら 1,600 億円と 300 億円増やすということです。研究開発は増やしません。業績下振れする中で

も、この 3 年間は成長のための仕込みの期間と位置づけておりまして、成長投資はより積極化、増

額させ、研究開発費も維持するといった計画でございます。 

ちなみに括弧で記載しました原計画の設備投資・投融資の額 1,300 億円と研究開発費 320 億円を

足した 1,620 億円は過去の 3 カ年の 1.5 倍にあたり、そしてその半分をスペシャリティに投入する

と、昨年度そういうかたちで申し上げましたけれども、設備投資等の積極化をさらに加速させてい

きたいと思っております。 
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ポートフォリオ別の経営資源の投入計画と進捗状況を示しております。 

一番左が中計の原計画です。今説明いたしました設備投資・投融資が合計 1,300 億円、そして研究

開発費が 320 億円、合計 1,620 億円で、過去 3 カ年の 1.5 倍の計画を策定したわけですけれども、

その隣の足元の 3 カ年の見通しでは、設備投資額が 300 億円増えて、トータルの経営資源投入額

は 1,920 億円になります。 

また、比率としてもスペシャリティ事業への投入比率を上げ、ベーシック事業の投入比率を下げる

かたちになっております。 

その隣に 2022 年度の実績、そして 2023 年度の今の見込みを示しております。2022 年度はご覧い

ただきますように、その他の割合が少し増えております。これは DX 推進のために次期の ERP、基

幹情報システムを前倒し導入することで、それらの費用が増加したものです。 

その下に数字をそれぞれ示しておりますけれども、投融資で 2022 年度実績 104 億円とあります。

この一番大きな部分は冒頭ご説明いたしました、エーピーアイ社の買収によるものでございます。 

2023 年度は、設備投資の額がさらに増え、スペシャリティ事業の割合がさらに増加します。これ

は冒頭にも申し上げましたガス分離膜などの設備投資の前倒しなどが効いてきますし、現在ポリイ

ミドのモノマー、フィルムの両工場を建設中ですが、その投資額が計上されます。あるいは、半導

体の封止材向けのフェノール樹脂の第 5 工場といったものの投資額がここに表れているということ

です。 
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研究開発費については先ほどご説明いたしましたように、投資額、それから方針についても特に大

きく変わっていません。 

コア技術と外部技術の融合ということで、この図の半円の一番中心のところが当社のコア技術とな

りますけれども、これにオープンイノベーション等によって外部技術を融合させて、さらに強みの

ある技術を生み出して、スペシャリティ事業の強化、あるいは新規事業の創出につなげていきま

す。 

この半円の図、当社のコア技術の外側にあるオレンジ色の部分は、各事業部の開発部門が担うスペ

シャリティ事業の拡大に向けた研究開発テーマを示しております。さらにその外側の緑色の部分

は、研究開発本部が中心になって行う新規研究開発の注力分野を示しております。今回、ライフサ

イエンス、サステナビリティ、それからエネルギーマネジメントと、大きくこの重点領域にくくり

直しておりますけれども、これらの研究開発テーマに引き続き注力していきたいと思っておりま

す。そして強固な知財網の構築、攻めと守りの知財戦略によって、スペシャリティ事業の強化、拡

大を後押ししていきたいと思っております。 
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株主還元についても、特に元々の計画と方針は変わっておりません。 

安定的な配当の継続を当社は基本方針としておりますけれども、特にこの 3 カ年は積極的な成長投

資を行って、将来の株主還元のさらなる充実を目指していきたいと思っております。 

当社はもともと連結総還元性向 30%以上という指標を持っておりましたけれども、前中計からよ

り安定的な配当を実現するために DOE、株主資本配当率 2.5%以上という一つの指標を加えまし

た。2022 年度は連結当期利益が赤字でしたが、それにもかかわらずこの DOE という一つの基準に

基づいて、前期同額の配当を決めたということでございます。 

この青い棒グラフをご覧いただきますように、これまでも着実に増配に努めてきましたけれども、

2023 年度は当期純利益をさらに増加させますので、2023 年度に対する配当としては 100 円配当を

目指しているということでございます。 
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それでは、ここから先ほどご説明いたしました、スペシャリティ化学の中でも特に成長戦略の柱と

なるこれらの事業について、少し詳しく説明させていただきたいと思います。 

まずはポリイミドについてです。製品特性・強みで記載しておりますように、当社のポリイミドは

強度・耐熱性・寸法安定性に特に優れております。そして当社の強みとして、原料のモノマー

BPDA からワニス、フィルム、パウダーまで一貫生産している強みをベースに、その右側の写真等

でもお示ししておりますフレキシブル OLED の基板、あるいは大型ディスプレイ向けの COF 等に

用いられております。 

事業環境で記載しておりますけれども、特に 2022 年度の 4Q においてディスプレイ市場、パネル

メーカーの生産調整がございました。それによってフィルム需要が停滞しました。しかしながら、

一方でスマートフォンのフレキシブル OLED の比率が増加しておりますので、当社のワニスは着

実に需要が増えている状況です。 

そして 2030 年に向けて、ディスプレイ需要は今後も成長すると見込んでおりまして、右側にディ

スプレイの面積の推移のグラフを示しております。ディスプレイ需要は今後も成長していくと見て

おります。 

目指す姿として、当社はこういった大型ディスプレイ向けの COF フィルムで、引き続き高いシェ

アを維持します。7 割以上のシェアを持っておりますけれども、このシェアを維持します。一方

で、フレキシブル OLED 向けの基板向けワニスも、当社がデファクトスタンダードになっており

ますので、これらの販売を拡大していきたいと思っております。 
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2022 年度の成果は、ここに記載しているとおりでございます。 

このように原料の BPDA から一貫してフィルム、ワニス、パウダー等々、製品用途の裾野を広げ

ながら、ニッチ市場で高いシェアを維持、拡大することに注力してきました。 

2030 年度以降の戦略、2030 年に向けての戦略ですが、足元の状況として、ディスプレイ市場の在

庫調整はほぼ終了しております。4 月からフィルム需要は緩やかに回復傾向がありますし、またワ

ニスも今後、さらに 7 月以降、需要増が見込まれますので、まずもってわれわれの大きな課題は能

力増強を確実に成し遂げることです。黒丸の最初のところに記載しておりますように、BPDA、そ

れからフィルムの新規設備を速やかに立ち上げていきたいと思っております。 

モノマーは少し計画が遅れていますけれども、それでも本年度中には立ち上げます。そしてフィル

ム工場も 2024 年度末までには立ち上げていきたいと思っております。 

さらにパウダーや新規ワニスなど、非回路基板分野でも販売を拡大していきますし、フレキシブル

な PV、太陽電池向けのフィルム、あるいは水系のワニスなどの環境貢献型製品の販売拡大等々、

製品用途の裾野を広げながら事業拡大を図っていきたいと思っております。 



 
 

 

20 
 

 

分離膜についてです。製品特性・強みのところで記載しておりますように、当社のポリイミド技術

によって当社の分離膜は分離性能が良く、耐久性にも優れているため、CO2 の分離、あるいは窒

素、水素の分離、除湿、アルコール脱水等々、幅広い用途で使用されます。 

特にこの右上の図のバイオメタン分離膜は、バイオガスから CO2 を脱炭酸して、濃縮されたバイ

オメタンを再生可能エネルギーとして活用するものですけれども、この需要が大きく伸びておりま

す。事業環境のところで記載しておりますように、欧米でバイオ燃料の検討・生産が急増しており

まして、今後 2030 年カーボンニュートラル等に向けて、多様化する再生可能エネルギーや化学品

用途の需要が増えてまいります。 

右側の棒グラフでバイオメタンの生産量等も示しておりますけれども、今後 2030 年の目指す姿と

いうことで黒丸二つ記載しておりますけれども、CO2 の分離、水素の分離、アルコール脱水な

ど、環境貢献型の製品の比率を 7 割程度に持っていきたいと思っていますし、また需要急増への設

備対応が急務となっております。 
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2022 年度の成果でこのスライドを見ていただきたいと思いますけれども、2022 年度は中計を大き

く上回る受注増がありました。特にバイオメタン向けの CO2 の分離膜の需要が急増しておりま

す。そのために冒頭も申し上げました製造設備ですが、ポリイミド中空糸の紡糸設備を宇部で、モ

ジュールは堺で、それぞれ増設を前倒しして決定いたしました。2025 年度の上期には稼働する予

定です。 

2023 年度以降、2030 年に向けて、今伸びている欧州や北米とともに、今後さらに南米や日本も含

めたアジアで伸長するバイオメタン需要を確実に取り込んでいきます。そして増設まで需要増に応

えるためには、デボトルネックによる生産能力の増強が必要になってきます。再生可能エネルギー

や再生可能化学品の製造用途に使われる水素分離膜、あるいはアルコール脱水膜の販売計画を上積

みすることで、環境という追い風をしっかりと受け止めて、この分野を基軸とした事業拡大と、商

品力の強化を図っていきたいと思っております。 
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コンポジットについてです。当社の強みはやはり長年にわたる樹脂供給による自動車メーカー、あ

るいは Tier1 などから得ている信頼感が一番大きいのかなと思っております。 

事業環境自体は現状、自動車減産に伴ってエンプラ需要も減少しております。2023 年度は一定の

回復を予測しておりますけれども、回復スピードは緩やかで、まだ 2023 年度の段階ではコロナ前

の水準には戻らないと見ております。 

しかしながら 2030 年に向けては生産台数の増加に伴って、エンプラ需要も着実に回復、拡大して

いくと見ておりますし、BEV や FCV など内燃機関を有さない車種の市場拡大が進み、そして部品

の構成や要求特性が多様化する。あるいは一層の軽量化や、強度アップが求められてくると思って

おります。 

2030 年の目指す姿で記載しておりますように、ナイロン以外の樹脂も含めたエンプラコンポジッ

トメーカーとして、グローバルに存在感のあるソリューションプロバイダーとなりたいと思ってお

ります。そしてそのために現在、足元約 5 万トン程度の生産能力を 8 万トン以上に増強して、売上

規模の拡大を図りたいと思っています。 
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グローバルでコンパウンド能力の拡大を着実に進めるということで、2022 年度はここにご説明し

ておりますように、タイで特にガラス強化のコンポジット能力を増強しました。それから水素タン

クライナー用途、あるいは難燃グレード等の非強化特殊グレードの生産設備の新設も、計画どおり

着手いたしました。 

北米で買収したコンパウンド会社、UECI についても当社ナイロンを使った非強化の高付加価値グ

レードの売上を本格化させましたので、今後収益性が改善していくと見ております。 

2023 年度以降、自動車部材の需要拡大に合わせて、タイに続き欧州やアメリカでも能力増強を計

画しております。そういったかたちでこの右の棒グラフでお示ししているように、現在の 5 万トン

強の生産能力から 8 万トン程度に持っていきたいと思っておりますし、そのためには M&A やアラ

イアンスによる事業拡大も、選択肢として検討していきたいと思っています。 

また、ここには記載しておりませんけれども、非強化のみならず、バイオマス素材やリサイクル原

料を使った環境貢献型製品の開発についても進めていきたいと思っております。 



 
 

 

24 
 

 

次は C1 ケミカルを中心としたファインケミカル、あるいは高機能コーティングについてです。 

右上の図をご覧いただければと思いますけれども、CO を起点とする当社の C1 ケミカルチェーン

の製品群を示しております。これら当社の気相ナイトライト技術といった技術的な強みを一番発揮

できて、チェーンとして拡大可能な事業だと思っています。 

2030 年の事業環境を見ていただきたいと思いますけれども、DMC についてはリチウムイオンバッ

テリー市場の規模が着実に拡大していくことに伴って、電解液原料の DMC や EMC の需要は増加

すると思っています。 

また PCD の需要については環境対応型の高級ウレタンが北米、アジアで普及していきます。そし

て PUD については、中国などで環境規制の強化が進み、無溶剤系の塗料が主流になってくること

で、水系の PUD の需要が今後も増えてきます。 

現状、当社が国内唯一の DMC メーカーですので、2030 年の目指す姿で記載しておりますよう

に、DMC/EMC の米欧生産拠点を拡大させていき、C1 ケミカルチェーンとして、当社のスペシャ

リティ事業の拡大をリードする事業に持っていきたいと思っております。 
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2022 年度の成果ということで、中国における DMC のライセンス案件数は着実に獲得しておりま

す。またタイでは PCD の 3 期設備を着工いたしました。2 期設備が垂直立上げを果たしましたの

で、3 期設備を着工しており、2023 年度に稼働を開始させます。 

2023 年度の戦略ということで記載しておりますけれども、2023 年度はタイでの PUD の設備設置

といった計画も実現させていきますけれども、やはりなんといってもポイントとなるのは最初の黒

丸に記載している DMC/EMC の北米、欧州での新規工場の建設を具体化することです。 

北米のプロジェクトにつきましては、建設コスト高騰に対して対策をなんとか織り込んで、プロジ

ェクトの収益性を確保するために検討に少し時間がかかっておりますけれども、タイミングを失し

ないように早急に意思決定をしたいと思っておりますし、欧州においても DMC 工場の検討を進め

ていきたいと思っております。 
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ここから経営基盤を確固たるものにするための ESG、あるいは DX の取り組みについて簡単にご説

明させていただきます。 

地球環境問題への挑戦と貢献ということで、地球環境問題は事業構造改革と一体として進めていく

わけですけれども、地球環境問題は大きく三つの重点領域に分けて当社は取り組んでおります。 

一つが気候変動問題、カーボンニュートラルへの対応です。2 番目が循環型社会、サーキュラーエ

コノミーへの貢献ということで、従来は海洋プラスチックごみ問題を別に掲げておりましたけれど

も、これに含めるということでございます。 

３つ目は自然環境の保全、復興ということで、ネイチャーポジティブへの貢献です。昨年度は生物

多様性保全、水資源の保全をあげておりましたけれども、これらを含めて重点領域として再設定し

ております。 

ここに記載している指針に基づいて、具体的には青の網掛け部分の戦略を着実に実行しておりま

す。 

カーボンニュートラルについては、本年度中の SBT の認定取得を目指しております。また GX-

ETS などへ参加表明もしております。 

特に今後、現時点では全くの未確定でございますけれども、自家発の石炭火力について段階的な廃

止、あるいは再生可能エネルギーの導入といったことも、検討の俎上に載せていきたいと思ってお

ります。 
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サーキュラーエコノミーにつきましては当社グループの 2 社、ヨーロッパの UBE Corporation 

Europe、それから合成ゴム事業をやっております UBE エラストマーが、ISCC PLUS の認証を取

得しております。また自然環境の保全、復興については、ここに記載しておりますような具体的な

施策を進めております。 

当社は地球環境問題に対する大きな数値目標として、GHG 排出量を 2030 年度 50%削減、それか

ら環境貢献型製品・技術の売上高を 60%以上にするという大きな目標を掲げておりますけれど

も、2022 年度はほぼ計画に沿って推移しています。 

 

人的資本の充実ということで、ESG 経営の S のところですけれども、当社は人的資本の充実のた

めにダイバーシティ、エクイティ&インクルージョンを最重要課題として位置づけております。 

特に今後、スペシャリティ化学を志向していきますので、多様な技術や知識、視点を融合させて、

イノベーションを生み出していかなければならない。そしてグローバルな事業拡大、そして新たな

価値を創出する必要がありますので、そのためにはこのダイバーシティ、エクイティ&インクルー

ジョンに積極的に取り組んでいきたいと思っております。 
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ガバナンスについて、ご覧いただければと思います。当社のガバナンス体制はこの図のとおりです

し、取締役会、あるいは委員会のメンバーはバランスのとれたものになっていると思っています。

また取締役会の実効性を高めるための取り組み等も、この右下の資料でご説明しております。 

現在、社外取締役は 1 名欠けたかたちになっておりますけれども、次の総会では新たなメンバーを

選任することになっております。社外取締役のメンバー構成についても充実したものが確保できる

と自負しておりますので、この点は安心いただければと思います。 
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それから DX についてです。当社は 2030 年の目指す姿を達成するために、データやデジタル技術

を最大限に活用して、ビジネスプロセスを改革して、新たな価値を創出していきたいと思っており

ます。 

当社グループにおける DX は、Business Transformation with Digital ということで、デジタル技

術はあくまでもツールです。これをテコにしたビジネス変革を目指していくということで、ここに

記載している 8 領域を中心に取り組んでおります。また先ほどもご説明いたしましたが、DX の基

盤として基幹情報システムを S/4 HANA に移行します。もともと中計策定時には次期中計期間中

での移行を予定しておりましたけれども、大幅な前倒しを今回意思決定しております。 

DX は、この 3 年で約 100 億円程度の資源を投入していきます。これによって大きな効果を目指し

ていきたいと思っております。 
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最後に、各事業の成長戦略は省略いたしますけれども、機械事業とセメント事業についてのみ、一

言だけコメントをさせていただきたいと思います。 

機械事業については、2022 年度においても自動車減産は継続していますが、EV 化の進展をにらん

で自動車関係の設備投資が徐々に回復傾向にありますので、2022 年度も 2021 年度並みの業績が

確保できておりますし、2023 年度はさらなる業績の上積みを計画しております。 

今後のポイントとしては、成形機においては自動車の EV 化ニーズに対応した製品開発、そして産

機においてはバイオマスのハンドリング、洋上風力発電設備、あるいはアンモニア関連設備など、

環境新市場への展開がポイントになってくると思っております。 

成形機については 2023 年度の戦略にも記載しておりますけれども、ようやく EV 化に向けての設

計思想の方向性が収斂されてきましたので、ダイカストマシンのところに書いてあります、車体部

品を低コストで生産可能な超大型ダイカストマシン、いわゆるギガプレスの開発に今後注力してい

きます。 

このギガプレスの方向性がかなり明確になってきましたので、当社は複数の顧客から引合いを受け

て、仕様を詰めているところです。車体の部品が大きく削減できる一方、アルミによる金属からの

置換えによって軽量化可能だということで、当社の得意とする大型分野ですので、日系を中心に自

動車メーカーと連携しながら、しっかりと需要を取り込んでいきたいと思っておりますし、大いに

期待しているところでございます。 
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それからセメント関連事業についてですけれども、先般 UBE 三菱セメントとして中期経営計画の

説明会を開催させていただきました。また今月末には UBE 三菱セメントとして決算説明会を開催

する予定です。今後もこういった直接的な開示機会は増やしていきたいと思っていますので、そこ

でも積極的に情報をお取りいただければと思います。 

2022 年度の成果と 2023 年度の見通しにつきましては、先ほどご説明したとおりです。2022 年度

から 2023 年度にかけて、右側の表にありますようにセメントの価格是正、生産体制の最適化の施

策の効果、あるいは安価炭やオイルコークスの使用増によるコストダウンといった努力が 2023 年

度に結果として表れます。マイナスの 284 億円からプラスの 250 億円へ、500 億円以上の営業利

益の改善を目指しております。当期純利益ベースではマイナスの 473 億円から 145 億円へという

かたちでございます。 

UBE 三菱セメントの中期経営計画はここに記載しているとおりです。2030 年の目指す姿として、

国内連結営業利益 300 億円以上、海外連結営業利益 350 ミリオン US ドル以上、そして連結

ROE8%以上といった目指す姿を打ち出しております。 

そのための重要施策として五つ掲げておりますが、その中でも特に最重要施策として三つございま

す。まずは国内のセメント事業の体質強化、コストダウンとして、2023 年度の国内セメント事業

の黒字化が必達目標です。 

また今後の成長戦略ということで、米国事業の成長および垂直統合モデルを生かせる新たな海外拠

点の模索に取り組んでいきます。 



 
 

 

32 
 

そして地球温暖化対策として、エネルギー代替の促進、あるいはエネルギー転換、CCU 技術開発

等にも取り組んでいきます。当社は UBE 三菱セメントの株主として、今後も引き続きしっかりと

監督、支援していきたいと思っています。 

約 1 時間の説明ですけれども、私からの説明は以上でございます。どうもご清聴ありがとうござい

ました。  
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経営概況説明会 質疑応答 

 

 

【経営全般】 

Q1 : GHG 排出量を削減していく上での環境対応コストの増大は顧客へも転嫁されるべきと考える

が、そうした価格転嫁についての業界全体の理解は進んでいるのか。 

A1 :環境対応コストの増大に対しては、それが回収可能なものとなるよう、顧客との対話を進めて

きた。今後も顧客の理解を得ながら適切な価格設定を行っていく。 

 

Q2 : DX の推進に 3 か年で約 100 億円を投資するとのことだが、定量的にはどの位の効果を見込ん

でいるのか。 

A2 : 一定の前提の下ではあるが、2030 年迄で約 300 憶円の効果があると見ている。 

 

Q3 : UBE の事業における自動車産業向け売上の割合はどの程度か。 

A3 : 直接・間接含めるとかなりの割合で、約半分程度は自動車産業向けであろう。その意味でも、

今後創出されてくる xEV 市場等を如何に取り込んでいけるかが重要と考えている。 

 

【機能品―全般】 

Q4 : 機能品は中計最終年度にかけて 5 億円の増益計画だが、やや保守的との印象。分離膜の投資

等を前倒しで行っているとはいえ、ポリイミド含め基本的に好調と考えれば、2024 年度の利

益はもう少し伸びるのではないか。 

A4 : 今中計では、かなり大型の設備投資に取り組んでおり、償却費の影響で、やはり利益の伸びは

小幅に留まると見ている。様々な前倒し策をとることで、最終 2024 年度に向け、利益の上

乗せを図りたい。 

 

【機能品―セラミックス】 

Q5 : セラミックスの成長戦略をどう考えているか。 

A5 : EV 向けの軸受や基板用途での需要拡大により、需給バランスがタイトになっており、顧客か

ら設備増強を求められている状況。設備投資コストの抑制策等を講じながら、前倒しで意思

決定したいと考えている。 

 

【樹脂・化成品―C1 ケミカル】 

Q6 : C1 ケミカルの 2030 年までの伸びはどの製品が牽引するか。 

A6 : DMC および EMC の伸び幅が最も大きくなる見込み。電解液原料あるいは半導体現像液用途

を狙い、米国・欧州で生産拠点を増やす計画。 

 

Q7 : C1 ケミカルの米国展開にかかる投資総額はどの程度か。 
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A7 : 数百億円レベルを見込んでいる。 

 

Q8 : 投資規模が大きいが、数量面の見通しは立っているのか。 

A8 : 顧客も DMC の現地生産にメリットを感じており、数量は確実に出していけると考えている。 

 

Q9 : C1 ケミカルの米国展開にあたり、インフレ抑制法案をどのように認識しているか。 

A9：政治的要因もあり、中国メーカーが米国で拠点を設けることが難しくなっている中、中国メ

ーカー以外で唯一の DMC メーカーである当社が米国内での需要に確りと応えていく意義は大

きい。経済安全保障上も重要と考える。 

 

【樹脂・化成品―カプロラクタム・アンモニア】 

Q10 : 国内カプロラクタムの縮小とアンモニアの生産停止に向けての状況はどうか。 

A10 : 国内カプロラクタムの縮小は、2024 年度の実行に向け粛々と進めている。アンモニアの生産

停止は 2030 年度を目途にしているが、更なる早期化も検討中である。 

 

Q11 :中国メーカーがカプロラクタムの増設を加速させている。UBE は国内のみならず、スペイン

とタイでも生産を縮小する必要があるのではないか。 

A11 :ナイロン等の川下製品の強化や、副産物である硫安の高付加価値化等を検討しながら、国内

でのもう一段の生産縮小とグローバルな生産体制の見直しの可能性につき議論を続けていく。 

 

【機械】 

Q12: 成形機事業に関し「いわゆるギガプレスの開発に注力していく」との説明があったが、どう

いったものか。 

A12 : 部品を一括成形する非常に大きなサイズのダイカストマシンを想定。大型機を手掛けてきた

UBE マシナリーの製品の中でも最高クラスの大きさになる。 

 

 


